
人給第６８４９号

２１． ５．２９

一部改正 人給第９１０７号

２１． ７．２９

一部改正 人給第１３１５５号

２１．１１．２０

一部改正 人給第１３４６４号

２１．１１．３０

一部改正 人給第６５４７号

２２． ５．１８

一部改正 人給第１４６９３号

２２．１１．３０

一部改正 人給第６３１６号

２３． ５．２０

一部改正 防人給第６６２８号

２５． ５．１６

一部改正 防人給第１４１００号

２５．１０．２２

一部改正 防人給第７８９８号

２６． ５．３０

一部改正 防人給第１６８０４号

２６．１１．１９

一部改正 防人給第７８８０号

２７． ５．１２

一部改正 防人計第１５２８２号

２７．１０． １

一部改正 防人給第１１９２号

２８． １．２６

一部改正 防人給第９５９３号

２８． ５．１３

一部改正 防人給第１９７１４号

２８．１１．２５

一部改正 防人給第２９１０号

２９． ３． ９

一部改正 防人給第７５８８号

２９． ５．１５

一部改正 防人給第１７９２０号

２９．１２．１５

一部改正 防人給第７９０１号

３０． ５．１５

一部改正 防人給第１８７３８号

３０．１１．３０日

一部改正 防 人 給 第 ３ ６ ９ 号

令和元年５月１３日

一部改正 防人給第１０３９６号

令和元年１１月２２日

一部改正 防人給第８００３号

令和２年５月２９日

一部改正 防人給第１８１７２号

令和２年１１月２０日

一部改正 防人給第９５３２号

令和３年５月２７日

一部改正 防人給第１９６７９号

令和３年１１月２２日

一部改正 防人給第４２９４号

令和４年３月１６日

一部改正 防人給第２２００６号

令和４年１１月２４日

一部改正 防人給第７２４６号

令和５年３月３０日

一部改正 防人給第１１３８１号

令和５年５月２６日

一部改正 防人給第２４００６号

令和５年１１月２４日

一部改正 防人給第１１５９６号

令和６年５月１５日
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各地方防衛局長
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勤勉手当の成績率の運用について（通知）

標記について、下記のとおり定められ、平成２１年６月１日から実施することとされた

ので通知する。

なお、勤勉手当の成績率の運用及び期末特別手当の減額について（人厚第１９３８号。

１０．３．３１）は廃止する。

記

第１ 勤勉手当の成績率の運用方針

この通知は、勤勉手当の成績率（防衛省の職員の給与等に関する法律（昭和２７年

法律第２６６号。以下「防衛省給与法」という。）第１８条の２第１項において一般

職の国家公務員の例によることとされる一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５

年法律第９５号。以下単に「例による一般職給与法」という。）第１９条の７第２項

に規定する割合をいう。以下同じ。）の運用方針について定めるものである。

第２ 定義

この通知において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。

（１）基準日 例による一般職給与法第１９条の７第１項に規定する基準日をいう。

（２）業績評価 人事評価に関する訓令（平成２８年防衛省訓令第５６号）第５条第

４項の規定による定期評価における業績評価、人事評価の基準、方法等に関する

政令（平成２１年政令第３１号）第５条第４項の規定による定期評価における業



績評価及び外務職員の人事評価の基準、方法等に関する省令（平成２１年外務省

令第６号）第５条第４項の規定による定期評価における業績評価をいう。

（３）全体評語 人事評価に関する訓令第６条第１項に規定する全体評語、人事評価

の基準、方法等に関する政令第６条第１項に規定する全体評語及び外務職員の人

事評価の基準、方法等に関する省令第６条第１項に規定する全体評語をいう。

（４）決定権者 職員の勤勉手当の成績区分を決定する権限を有する者をいう。

（５）指定職職員 防衛省給与法第６条の規定の適用を受ける職員をいう。

（６）特定管理職員 例による一般職給与法第１９条の４第２項に規定する特定管理

職員をいう。

（７）一般職員 前２号に掲げる職員以外の職員をいう。

（８）再任用職員 自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第４５条の２第１項の規

定により採用された職員をいう。

（９）定年前再任用短時間勤務職員等 防衛省給与法第５条第１項に規定する定年前

再任用短時間勤務職員、再任用職員及び国家公務員法等の一部を改正する法律（

令和３年法律第６１号）附則第８条第４項に規定する暫定再任用隊員をいう。

（１０）成績区分 次号から第１９号までに掲げる者のいずれかの区分をいう。

（１１）特優者 指定職職員及び定年前再任用短時間勤務職員等以外の職員であって

、直近の業績評価（基準日以前における直近の業績評価をいう。以下同じ。）の

全体評語が非常に優秀（人事評価に関する訓令第６条第２項第１号に規定する自

衛官並びに同項第２号に規定する自衛官及び事務官等にあっては、上位。）の段

階以上である職員のうち、勤務成績が特に優秀であると決定権者に認められたも

のをいう。

（１２）優秀者 直近の業績評価の全体評語が優良（人事評価に関する訓令第６条第

２項第１号に規定する自衛官並びに事務次官、防衛審議官及び防衛装備庁長官並

びに同項第２号に規定する自衛官及び事務官等にあっては、上位。次号イにおい

て同じ。）の段階以上である職員のうち、勤務成績が優秀であると決定権者に認

められたものをいう。

（１３）標準者 次に掲げる職員をいう。

イ 直近の業績評価の全体評語が優良の段階以上である職員のうち、勤務成績が

良好であると決定権者に認められたもの

ロ 直近の業績評価の全体評語が良好（人事評価に関する訓令第６条第２項第２

号に規定する自衛官及び事務官等にあっては、中位。）の段階である職員

ハ 直近の業績評価の全体評語がない職員（第１６号から第１９号までに該当す

る者を除く。）

（１４）やや良好でない者 直近の業績評価の全体評語がやや不十分（人事評価に関

する訓令第６条第２項第１号に規定する自衛官並びに事務次官、防衛審議官及び

防衛装備庁長官並びに同項第２号に規定する自衛官及び事務官等にあっては、下

位。次号において同じ。）の段階以下である職員のうち、勤務成績がやや良好で

ないと決定権者に認められたものをいう。

（１５）良好でない者 直近の業績評価の全体評語がやや不十分の段階以下である職



員のうち、勤務成績が良好でないと決定権者に認められたものをいう。

（１６）訓戒者等 基準日以前６月以内の期間において訓戒（訓戒等に関する訓令（

昭和３１年防衛庁訓令第３３号）第２条第１項に規定する訓戒をいう。）又は注

意（同条第２項に規定する注意をいう。）を受けた職員をいう。

（１７）戒告処分者 次に掲げる職員をいう。

イ 基準日以前６月以内の期間において戒告（自衛隊法第４６条第１項の規定に

よる戒告をいう。ロにおいて同じ。）の処分を受けた職員

ロ 基準日以前６月以内の期間において戒告の処分の対象となる事実があった職

員（当該事実に基づきイに該当することとなった場合を除く。）

（１８）減給処分者 次に掲げる職員をいう。

イ 基準日以前６月以内の期間において減給（自衛隊法第４６条第１項の規定に

よる減給をいう。ロにおいて同じ。）の処分を受けた職員

ロ 基準日以前６月以内の期間において減給の処分の対象となる事実があった職

員（当該事実に基づきイに該当することとなった場合を除く。）

（１９）降任又は停職処分者 次に掲げる職員をいう。

イ 基準日以前６月以内の期間において降任（自衛隊法第４６条第１項の規定に

よる降任をいう。ロにおいて同じ。）又は停職（同項の規定による停職をいう

。ロにおいて同じ。）の処分を受けた職員

ロ 基準日以前６月以内の期間において降任又は停職の処分の対象となる事実が

あった職員（当該事実に基づきイに該当することとなった場合を除く。）

（２０）各機関 防衛省本省の内部部局、防衛大学校、防衛医科大学校、防衛研究所

、統合幕僚監部（自衛隊サイバー防衛隊を含む。）、陸上自衛隊（陸上幕僚監部

、自衛隊情報保全隊及び陸上幕僚長の監督を受ける共同の機関を含む。）、海上

自衛隊（海上幕僚監部及び海上幕僚長の監督を受ける共同の機関を含む。）、航

空自衛隊（航空幕僚監部及び航空幕僚長の監督を受ける共同の機関を含む。）、

情報本部、防衛監察本部、北海道防衛局、東北防衛局、北関東防衛局、南関東防

衛局、近畿中部防衛局、中国四国防衛局、九州防衛局、沖縄防衛局又は防衛装備

庁をいう。

（２１）勤勉手当支給限度額 例による一般職給与法第１９条の７第２項各号に掲げ

る額をいう。

第３ 成績率の決定基準

１ 職員の成績率

職員の成績率は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号の表に定める率と

する。ただし、成績率の決定に当たり複数の成績率に該当する職員については、より

下位の成績率に決定するものとする。

（１）指定職職員

成績区分 再任用職員以外の職員 再任用職員



優秀者 １１２．５／１００ 別に定める。

優秀者のうち事務

次官又は統合幕僚 １０５／１００

長

標準者 ９９／１００

やや良好でない者 ８５．５／１００

良好でない者 ７２／１００

訓戒者等 ７５／１００

戒告処分者 ６０／１００

減給処分者 ４０／１００

降任又は停職処分者 ２０／１００

（２）特定管理職員（専門スタッフ職俸給表の適用を受ける職員を除く。）

成績区分 定年前再任用短時間勤務職 定年前再任用短時間勤務職

員等以外の職員 員等

特優者 １５２．５／１００ ―

優秀者 １３５．５／１００ ６０．２５／１００

標準者 １１８．５／１００ ５６．７５／１００

やや良好でない者 １０１．５／１００ ５３．２５／１００

良好でない者 ８４．５／１００ ４４／１００

訓戒者等 ９０／１００ ４５／１００

戒告処分者 ７０／１００ ３５／１００

減給処分者 ５０／１００ ２５／１００



降任又は停職処分者 ３０／１００ １５／１００

（３）一般職員（専門スタッフ職俸給表の適用を受ける職員を除く。）

成績区分 定年前再任用短時間勤務職 定年前再任用短時間勤務職

員等以外の職員 員等

特優者 １２６．５／１００ ―

優秀者 １１２．５／１００ ５０．２５／１００

標準者 ９８．５／１００ ４６．７５／１００

やや良好でない者 ８４．５／１００ ４３．２５／１００

良好でない者 ６９／１００ ３４／１００

訓戒者等 ７０／１００ ３５／１００

戒告処分者 ６０／１００ ３０／１００

減給処分者 ５０／１００ ２５／１００

降任又は停職処分者 ４０／１００ ２０／１００

（４）専門スタッフ職俸給表の適用を受ける特定管理職員

成績区分 定年前再任用短時間勤務職 定年前再任用短時間勤務職

員等以外の職員 員等

特優者 １８２．５／１００ ―

優秀者 １４４．５／１００ ６７．７５／１００

標準者 １０８．５／１００ ５１．７５／１００

やや良好でない者 ９０．５／１００ ４３．７５／１００

良好でない者 ７１．５／１００ ３５．７５／１００



訓戒者等 ８０／１００ ４０／１００

戒告処分者 ６０／１００ ３０／１００

減給処分者 ４０／１００ ２０／１００

降任又は停職処分者 ２０／１００ １０／１００

（５）専門スタッフ職俸給表の適用を受ける一般職員

成績区分 定年前再任用短時間勤務職 定年前再任用短時間勤務職

員等以外の職員 員等

特優者 １３５．５／１００ ―

優秀者 １１４．５／１００ ５３．２５／１００

標準者 ９３．５／１００ ４４．７５／１００

やや良好でない者 ８３／１００ ４０．５／１００

良好でない者 ６４／１００ ３２／１００

訓戒者等 ６５／１００ ３３／１００

戒告処分者 ５５／１００ ２８／１００

減給処分者 ４５／１００ ２３／１００

降任又は停職処分者 ３５／１００ １８／１００

２ 特優者及び優秀者の成績区分を適用する職員の総数等

（１）各機関における特優者及び優秀者の成績区分を適用する職員（指定職職員及び定

年前再任用短時間勤務職員等を除く。）の総数は、その所属する職員の次の表の左

欄に掲げる区分に応じ、特優者にあっては同表の中欄に、優秀者にあっては同表の

右欄に定める割合を乗じて得た数（小数点以下の端数があるときは、これを切り上

げた数）の範囲内とする。

区 分 特優者 優秀者



５／１００以上 ２５／１００以上
一般職員

１０／１００以下 ３０／１００以下

３／１００以上 ２５／１００以上
特定管理職員

５／１００以下 ３０／１００以下

（２）各機関における勤勉手当の総額は、例による一般職給与法第１９条の７第２項各

号に掲げる職員の区分に応じ、勤勉手当支給限度額を超えてはならないものとする

。

（３）各機関の長（防衛省本省の内部部局にあっては、事務次官。以下同じ。）が、そ

の指定する者に対して職員の成績区分の決定を委任したときは、当該委任の範囲で

それぞれ特優者の数、優秀者の数及び勤勉手当支給限度額を算出するものとする。

ただし、各機関の長が当該委任をしたことにより特定管理職員の数が少数でこれに

よることが著しく困難と認められる場合には、特定管理職員以外の職員と合わせて

特優者の数及び優秀者の数を算出できるものとする。

（４）第１号の規定による職員の総数については、国際平和協力業務等に複数回派遣さ

れた職員に係る勤勉手当の成績率の適用について（人制第８２４１号。１９．８．

２９）の規定に基づき特優者として取り扱うこととする者（以下この号において「

海外複数回派遣特優者」という。）の総数の範囲内で、その上限としての数を超え

ることができるものとし、第２号の規定による勤勉手当の総額については、海外複

数回派遣特優者の勤勉手当支給額から当該者が標準者であったと仮定した場合にお

ける勤勉手当支給額を減じた額の総額の範囲内で、勤勉手当支給限度額を超えるこ

とができるものとする。

（５）次に掲げる職員に係る勤務成績を評価した結果、一般職員の優秀者の総数が第１

号の表一般職員の項の右欄に定める割合を乗じて得た数を超えることとなる場合に

は、同表に定める割合にかかわらず、同表一般職員の項中「３０／１００」とある

のは、「３１.５／１００」と読み替えるものとする。

イ 自衛隊の隊務に関する防衛大臣の幕僚機関において、相当の期間にわたり繁忙

度の高い業務に従事した自衛官

ロ 在イスラエル国邦人等の輸送に従事した職員

ハ 令和６年能登半島地震に対応した職員

（６）前項第２号から第５号までに定める成績率の決定基準にかかわらず、決定権者が

その者の勤務成績を考慮して特に必要があると認める場合には、決定権者は防衛大

臣の承認を得て、別段の取扱いをすることができるものとする。

第４ 決定権者

１ 指定職職員の成績区分の決定権者は、防衛大臣とする。

２ 指定職職員以外の職員の成績区分の決定権者は、各機関の長又はその指定する者と

する。



３ 兼務職員（異なる機関の職を兼ねる者をいう。次項において同じ。）又は派遣自衛

官（陸上自衛官、海上自衛官又は航空自衛官で、その所属する自衛隊以外の機関にお

いて勤務する者をいう。次項において同じ。）の成績区分の決定は、兼務先又は派遣

先から給与を支給されている場合を除き、これらの職員の所属する機関（以下「本務

機関」という。）の決定権者が行うものとする。この場合において、本務機関の決定

権者は、これらの職員の兼務先又は派遣先の機関の決定権者から意見を聴かなければ

ならない。

４ 兼務職員又は派遣自衛官が兼務先又は派遣先から給与を支給されている場合には、

これらの者の成績区分の決定は、兼務先又は派遣先の機関の決定権者が行うものとす

る。ただし、これにより難い特別の事情がある場合は、本務機関の決定権者は兼務先

又は派遣先の機関の決定権者と協議の上、別段の取扱いをすることができるものとす

る。

第５ 決定手続

１ 統合幕僚長、陸上幕僚長、海上幕僚長、航空幕僚長及び情報本部長以外の指定職職

員である自衛官の成績区分の決定は、次の各号に掲げる自衛官の区分に応じ、当該各

号に定める者の意見を聴いて防衛大臣が行うものとする。

（１）各自衛隊の自衛官 各幕僚長

（２）統合幕僚監部に補職されている自衛官 統合幕僚長

（３）防衛装備庁に補職されている自衛官 防衛装備庁長官

２ 指定職職員以外の職員の成績区分を決定する手続は、第３及び第４に定めるものの

ほか、各機関の長が定める。

３ 決定権者は、成績区分を決定した場合には、速やかに給与事務担当者に連絡するも

のとする。

第６ 資料の通報等

１ 職員が直近の業績評価の評価期間又は基準日以前６月以内の期間中に決定権者を異

にする異動をした場合には、当該異動前の決定権者は、必要に応じ、当該職員の成績

区分を決定するために必要となる資料を当該異動後の決定権者に対して通報するもの

とする。

２ 各機関の長は、各支給期ごとに、勤勉手当の支給実施状況を別紙様式により作成し

、支給日から６０日以内に人事教育局長に対し報告するものとする。

第７ 運用方針の特例

この通知によることが著しく困難であると認められる特別の事情がある場合には、

各機関の長は防衛大臣の承認を得て、この通知の趣旨に照らし合理的に必要と認めら

れる範囲内において、別段の取扱いをすることができる。



別紙様式

機関名：

１　指定職職員

特優者 優秀者 標準者
やや良好
でない者

良好でない者 訓戒者等 戒告処分者 減給処分者
降任又は
停職処分者

再任用職員以外の職員

再任用職員

２　特定管理職員

特優者 優秀者 標準者
やや良好
でない者

良好でない者 訓戒者等 戒告処分者 減給処分者
降任又は
停職処分者

定年前再任用短時間勤
務職員等以外の職員

定年前再任用短時間勤
務職員等

３　一般職員

特優者 優秀者 標準者
やや良好
でない者

良好でない者 訓戒者等 戒告処分者 減給処分者
降任又は
停職処分者

定年前再任用短時間勤
務職員等以外の職員

定年前再任用短時間勤
務職員等

（記入要領等）
１　「勤勉手当支給限度額」とは、第１の（２１）に規定する勤勉手当支給限度額をいう。
２　「成績区分別適用者数」とは、第３の１（１）から（５）までに掲げる成績区分別の適用者数をいう。なお、成績区分別適用者の特優者の数には、海外複数回派遣特優者の数を含めて記入する。
３　「海外複数回派遣特優者」とは、第３の２（４）に規定する海外複数回派遣特優者をいう。
４　「海外複数回派遣特優者に対する支給総額」には、支給総額のうち、海外複数回派遣特優者に対して支給した勤勉手当の総額を記入する。
５　「海外複数回派遣特優者の勤務成績の区分等を標準者と仮定した場合における仮定の支給総額」とは、支給総額が勤勉手当支給限度額を超えている場合において、これが第３の２（４）の規定によるものであることを確認するために
　記入するものである。なお、支給総額が勤勉手当支給限度額を超えない場合であっても記入する。

勤勉手当支給限度額 支給総額 支給人員

勤勉手当支給実施状況報告書（　　　　　年　　　月期分）

成績区分別適用者数

備考

支給人員

成績区分別適用者数

勤勉手当支給限度額 支給総額 支給人員

成績区分別適用者数

勤勉手当支給限度額 支給総額

海外複数回派遣
特優者数

海外複数回派遣
特優者に対する
支給総額

海外複数回派遣特優者
の勤務成績の区分等を
標準者と仮定した場合
における仮定の支給総
額

備考

備考
海外複数回派遣
特優者数

海外複数回派遣
特優者に対する
支給総額

海外複数回派遣特優者
の勤務成績の区分等を
標準者と仮定した場合
における仮定の支給総
額


